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本論文は、序章から第 9 章で構成される。 
 
序章  研究の背景や研究方法について示した。 
第１章 中小企業と老舗長寿企業の実態を示し、老舗企業の革新度を事業ドメインと商
圏から考察し、老舗企業の強み弱みも分析し、その永続的成長要因を示した。 
第 2 章 先行研究調査（企業持続と成長の関係）では、Greiner（1983）の組織成長論
に基づき企業成長モデルを構築する 5 つの要因と成長 5 段階を示し、先行研
究で議論されていない論点を事例研究から分析し考案した。 




第 4 章 事例分析 1 として、創業からのライフサイクルについて Foster（1987）と
Greiner（1983）の理論に基づいて成長 S 曲線の仮説を立て、事例分析を行
った。Foster（1987）の理論から、2 本の S 曲線の狭間の技術の不連続期を
事業転換期とした。そして、3 つ目の S 曲線からの転換期に、第三創業期の
危機を予知することによって自発的なイノベーションが生じることを示した。 
第 5 章 事例分析 2 として、第二創業期における経営戦略（流通戦略と技術サポート）
について分析した。技術サポートの必要事例では、合金開発と生体安全性の
戦略を挙げた。 
第 6 章 事例分析 3 として、持続企業経営を可能とする要因をドメイン戦略において分
析し、ドメイン･コンセンサスの普及とドメイン再定義からのドメイン･イノ
ベーションを示した。 
第 7 章 事例分析 4 として、急成長企業にみられる一般的な組織課題から分析を行い、
山本貴金属地金㈱の弱みと問題点について明らかにした。そして、その解決
策と提案を示した。 
第 8 章 持続企業経営モデルを示すために、山本貴金属地金㈱の事例研究から得られた
知見をもとに未来ビジョンを設定した新しいマネジメントモデルを見出した。 
第 9 章 第 8 章までの研究内容の全体をまとめ結論とした。 
 - 5 - 
序章 
1 はじめに 




している。中小企業庁（2010）は、「2002 年 1 月を景気の谷として底を打って以来、
息の長い緩やかな景気回復が続いていたが、2007 年 10 月を山として景気後退局面に入
った。その後、サブプライム住宅ローン問題を巡るアメリカの金融不安は、2008 年 9
月に大手投資銀行リーマン・ブラザーズが破綻したことを契機に、世界的な金融危機へ
と拡大した。金融危機の後、2009 年 4～6 月期に前期比でプラスに転じるなど景気は緩
やかに持ち直した」と述べている 1)。しかし、2010 年 9 月には、15 年ぶりに急激な円





1983 年、日経ビジネスが企業の寿命 30 年説を発表した。しかし、日経ビジネスが過
去 100 年の上位企業の変遷を実際に調査したところ、30 年説に反し、企業の平均寿命
は 25 年程度であった 2)。この流れは何も特別なものではなく、環境変動のスピードに
対応しきれない場合、多くの企業において企業存続はあり得ない。 
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第 1 章 中小企業の長寿 
1-1 中小企業について 
 日本における中小企業（会社数＋個人事業者数）は約 430 万社である。全企業数に
占める割合の 99.7%であり、そこで約 2,800 万人（全従業者数の 71.0%）が働いている
3)。 
中小企業について、中小企業法第 2条によって定義されている分類を表 1に示した。 
 
表 1 中小企業者の定義 





する従業員の数が 300 人以下の会社および個人 
卸売業 
資本金の額または出資の総額が1億円以下の会社ならびに常時使用
する従業員の数が 100 人以下の会社および個人 
小売業 
資本金の額または出資の総額が5千万円以下の会社ならびに常時使
用する従業員の数が 50 人以下の会社および個人 
サービス業 
資本金の額または出資の総額が5千万円以下の会社ならびに常時使
用する従業員の数が 100 人以下の会社および個人 
 
全国企業の倒産状況について図 1 に示した。バブル経済崩壊以降、倒産件数は高い
水準で推移し、その中でも「いざなぎ」景気の 57 ヶ月越えといわれた 2002 年以降の
景気拡大期に一旦減少をみせるが、2008 年 9 月 15 日にリーマン･ブラザーズの破産申
請に端を発した世界的金融危機の影響を受け、再び倒産件数は増加に転じている。 





















図 1 倒産件数と負債総額の推移 
（東京商工リサーチ（2010）『全国企業倒産状況』4）） 
 
この世界金融危機を背景として、日経平均株価は 2008 年 10 月 28 日に 6,994 円 90
銭とバブル経済崩壊後の最安値を記録したが、その 2 年後の 2010 年 11 月 24 日には
10,115 円 19 銭まで戻しており、景気が回復しつつあると考えられる。しかし、ドル円




件数の割合のまとめを図 2 に示した。 




















注：調査対象件数 15,480社        
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帝国データバンクの調査によると、2004 年の「業歴 30 年以上」の企業倒産は、3,771
件（構成比 27.3％）であり、通年ベースでは過去最高の構成比率を記録している。「業
歴 30～60 年」の企業倒産は大きく増え、「業歴 60 年以上」の企業倒産は微増にとどま
っている。また、「業歴 40 年以上」では同 12.6％、「業歴 50 年以上」は同 5.5％、「業
歴 60 年以上」は同 1.1％となっている 6)。 
Geus（1997）によると、「企業寿命は 40 年から 50 年で長寿であるといわれており、
企業が長寿な国として、米国、欧州、日本が共通している。」と述べている 7)。また、
横澤（2000）によると、企業は 40 年から 50 年で長寿といわれているが、全国製造業








創業または設立 100 年以上の老舗企業 19,518 社を業種に沿って分類し、老舗企業が
多い業種を調査すると表 2 で示したようになる。 
 
表 2 老舗企業の多い上位業種 
（帝国データバンク史料館・産業調査部 (編) (2009)『百年続く企業の条件 老舗は変化
を恐れない』朝日新聞出版, 56 ページ 9）） 











































造の 637 社であり、続いて酒小売 514 社である。そして、呉服・服地小売 511 社へと
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続く。上位は昔からある業種であり、地域社会に密着した生活に欠かせない必需品を扱
う業種であることがわかる。次に、老舗企業が占める割合が高い業種を表 3 に示した。 
 
表 3 老舗企業が占める割合が高い 10 業種 
（帝国データバンク史料館・産業調査部 (編) (2009)『百年続く企業の条件 老舗は変化
を恐れない』朝日新聞出版, 59 ページ 10）） 






















































老舗企業の事業ドメインと商圏の関係を図 3 に示した。 
























図 3 老舗企業の革新：事業ドメインと商圏 
（横澤利昌 (2000)『老舗企業の研究』生産性出版, 1, 56 ページ 8）より改編） 
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と最も高い値を示し、また、「商品／サービス」においても同様に合わせて 72.4％と高
い値を示している。そして「製造方法」についても同様に合わせて 55.3％と半数を超











































































































図 4 老舗企業の調査結果 
（帝国データバンク史料館・産業調査部 (編) (2009)『百年続く企業の条件 老舗は変
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注 2：％は調査対象 814社に占める割合（選択率） 
 
図 5 老舗企業の強み 
（帝国データバンク史料館・産業調査部 (編) (2009)『百年続く企業の条件 老舗は変






















注 2：％は調査対象 814社に占める割合（選択率） 
 
図 6 老舗企業の弱み 
（帝国データバンク史料館・産業調査部 (編) (2009)『百年続く企業の条件 老舗は変










































として、次の 5 つを挙げている。 
① 新しい財貨の生産 （新製品・新しい品質の製品） グループ 1 
② 新しい生産方法の導入 （製品の商業的取扱方法も含む） グループ 2 
③ 新しい販路の開拓 （市場の開拓） グループ 3 
④ 原料あるいは半製品の新しい供給源の獲得 グループ 4 


































図 7  Schumpeter（1982）の新結合 
























































































図 8 Schumpeter（1982）の新結合要因 
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1-8 老舗長寿企業の永続的成長要因 
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第 2 章 先行研究調査（企業持続と成長の関係） 
2-1 企業の成長要因 
 序章でも記述したが、日本企業の寿命 30 年説が日経ビジネス（1983）で唱えられて
いる 2)。Geus（1997）によると、世界の企業寿命については、フォーチュン・グロー
バル 500（世界の企業の売上高をランキングしたリスト）にランキングされている企業
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意思決定がバランスを崩し、企業崩壊に突き進むことにもなる。 
 
















 組織発展モデルの必須条件として 5 つの要因を示している。 
① 組織の年齢 ：基本的な要因であり、同じ組織活動が長期間維持されることはな
い。 
 ② 組織の規模 ：社員数や売上高の増加につれて、企業の問題点や解決法が大きく
変化する。その問題点は、調整とコミュニケーション上の問題で
あり、それらが増大する。 





以上が、Greiner（1983）の成長モデルを構成する 5 つの要因である。 
 
2-4-2 成長 5 段階 
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であり、この組織内の人の相互作用に注目すべきである。 
 




























図 9 Greiner (1983) の成長 5 段階  
（L. E. Greiner，藤田昭雄 (訳)（1983）『企業成長の ‘フシ’ をどう乗り切るか』ダイヤ
モンド・ハーバード・ビジネス, 73 ページ 24）） 
 
図 9 より、成長 5 段階を次のように説明できる。 















2) 第 2 段階 
(1) 指揮による成長 


























4) 第 4 段階 
(1) 調整による成長 




































2) 第 1 段階の危機の解決策による成長 













解決策   →強い個人相互間の協働であり、柔軟な行動主義的なアプローチが採用
される。 
 
5) 第 4 段階の危機の解決による成長 
直面する課題→精神的疲労による従業員の“心理的飽和状態”を中心とするものにな
る。 
解決策   →福利厚生の充実を図る。 
 
2-5 Churchil (1983) の成長モデル 
 ここでは、Churchil (1983) の成長モデルにおける、トップの役割と権限委譲につい
て考察する。 
Churchil (1983) は、成長企業において、組織に重要な影響を及ぼす要因を 5 段階に
示した（図 10）26)。 
Stage Ⅰ 起業 
Stage Ⅱ サバイバル 
Stage Ⅲ‐D 成功‐離脱 
Stage Ⅲ‐G 成功‐成長 
Stage Ⅳ 拡大 











 ここで成果が出ることによって、Stage Ⅳ に進むことになる。経営者の権限委譲能





















図 10 Churchil（1983）の成長 5 段階 
（N. C. Churchil, V. L. Lewis (1983) “The Five Stages of Small Business Growth,” 
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 この成長段階を各フェーズに分類すると 8 段階に分別することができる。そして、各
段階における企業成長の要因を考察する。 
① フェーズ 1：第一創業期（山本商店の創業） 
② フェーズ 2：第二創業期 Ⅰ（混迷期） 
③ フェーズ 3：第二創業期 Ⅱ（挑戦期） 
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④ フェーズ 4：第二創業期 Ⅲ（急伸期） 
⑤ フェーズ 5：発展期 Ⅰ（営業・製品拡大期） 
⑥ フェーズ 6：発展期 Ⅱ（経営基盤拡充期） 
⑦ フェーズ 7：発展期 Ⅲ（国際戦略期） 
⑧ フェーズ 8：第三創業期（新生創設期） 
以上のように大別され、各段階において重要なターニングポイントを迎える。 
 





である。田中貴金属によると金の統制は、満州事変の勃発した昭和 6 年頃から 28 年ま
で 20 年以上続き、工業用、歯科用などすべての金の使用が政府によって管理されてい
た。昭和 28 年に「金管理法」が制定され売買に規制がかかり、鉱山会社から大手貴金
属地金商 13 社と 1 協同組合を通すという流通によって、自由に販売できる地金のほと
んどは保護され、その利権は守られていた 29)。昭和 23 年に、厚生省の管理化で衛生上
の必要を GHQ（General Head Quarters：連合最高司令官総司令部）が認めて金地金
を歯科用に向けて使用する許可が出され、全国 2 万軒の歯科医院に対して四半期ごとに






























3) フェーズ 3：第二創業期Ⅱ（挑戦期）（1980～1984 年） 
第二創業期Ⅱ（挑戦期）（1980～1984 年）は、事業転換（事業基盤に基づくコア事
業の再定義）であり、小分け業から歯科用貴金属合金製造へと進みだした。全国で貴金




















(1) フェーズ 4-1：流通チャネルの変革（事業システムの構築） 




































(2) フェーズ 4-2：流通システムの拡張（事業システムの全国展開） 


































 1995 年には陶材の開発プロジェクトを立ち上げ本格的に開発を開始し、2001 年に発
売にいたった。基礎研究（含み）から 12 年後の成果であった。一方、それと同時期に
基礎研究（含み）を開始していた硬質レジン（有機化学分野）がその後開発プロジェク
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トチームを経て、2006 年に販売された。それは 17 年間の研究開発の成果であった。 
 
7) フェーズ 7：発展期 Ⅲ（国際戦略期）（2000～2004 年） 









マネジメントシステム）および CE（Conformite Europeenne = European Conformity）
マークの認証を取得して、国際戦略を打ち出した。 
 
8) フェーズ 8：第三創業期（新生創設期）（2005 年～） 
 第三創業期（新生創設期）（2005 年～）は、第三創業における変革期として位置づけ
られる。少子高齢化が始まっており、治療行為そのものが減ってくる時代が到来する。





長 8 段階と売上高、経常利益および社員数をまとめたものを図 11 に示した。 
 

































図 11 成長 8 段階の売上高、経常利益および社員数 
（山本貴金属地金㈱ホームページ『会社概要実績』より改編 30）） 
 
 これらの成長段階を 8 フェーズに分け、考察すると、第一創業期の 17 年間（1957～
1974 年）と 30 年間（1975～2004 年）の第二創業期、そして第三創業期へと 3 つに大
別できる。また、創業軸を売上、利益、社員数との関連からここでの第二創業期におい







第一創業 S 曲線と第二創業 S 曲線との転換期にあたる。そこでは、事業基盤に基づく
コア事業の再定義が求められていた。また、機能的ドメインへの変換の機会を得た。こ




























第 3 段階の入口付近であると考えられる。成長する組織は、5 つの顕著な発展段階を経
て発展するといわれているが、まだその範囲に入っていない。企業成長と組織成長が等
しい関係においては、そのギャップを埋めていくという課題がある。 
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第 4 章 事例分析 1：第一創業期からのライフサイクル 
4-1 第一創業期から第二創業期へのライフサイクル 
山本貴金属地金㈱の事例研究において、創業から今日までの成長期間は 2010 年に 53
年を迎えている。その間に、図 11に示したように成長S曲線を描いているのがわかる。
ここでは、Foster（1987）と Greiner（1983）の公知的理論に基づいて、本事例研究
における成長 S 曲線の仮説を立てて分析を行う。 
Foster（1987）は、「技術開発における成果と努力の関係は S 字型の曲線になり、こ









図 12 技術の不連続期 
（R. Foster, 大前研一（訳）（1987）『イノベーション―限界突破の経営戦略』TBS ブ









ている。ここでは S 曲線を企業のライフサイクルとし、古い S 曲線を第一創業 S 曲線、
新しい S 曲線を第二創業 S 曲線とする。そこには、同じ経営基盤での延長線上ではな
くゼロベースからなる新規事業として、第一創業期から第二創業期への技術の転換期
（技術の不連続期）とした。 
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一方、Greiner（1983）は企業の成長を 5 つのフェーズで表し、各フェーズが進化段































図 13 山本貴金属地金㈱の第一創業期から第二創業期のライフサイクル 
 
 図 13 において、進歩をもたらすのは時間経過ではなく努力（経営資源：労働力、エ
ネルギー、原材料、情報、資金、技術）の投入とし、成果（利益）との関係を示した。
内部環境･外部環境の変化も、努力の程度に影響を及ぼす。 
 次に、実際に図 11 に示された各フェーズから成長 S 曲線を図 14 に示した。現実に
は縦軸は成果、横軸は時間軸となるが、図 14 では、縦軸を成果（売上高、経常利益、













4-1-2 第二創業 S 曲線（混迷期） 
 ここでは、第一創業 S 曲線上の成熟期において、追い込まれた事業継承者という内部
環境における課題も残る。第二創業期Ⅰの混迷期（1975~1979）は、外部環境の政治･
































































第一創業期 1957～1974年 第三創業期 2005年～


































































図 15 経営環境の変動要因の体系図 
（石上芳男 (2007)『経営革新 (第二創業) を成功させる条件―トップとミドルの意識改

































































第 2 転換期は、積極的に転換期を予知することに努めた。 
 
4-5-1 フェーズ 6：発展期Ⅱ（1995～1999 年） 












4-5-2 フェーズ 7：発展期Ⅲ（2000～2004 年） 










4-5-3 フェーズ 8：新生創設期（2005 年～） 
 外部環境の変化により 2005 年少子高齢化が進む中、改正薬事法が施行され、今後、
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2) 改正前と改正後の薬事概要分析 
 改正前と改正後の薬事概要の相違点のまとめを表 4 に示した。 
 


































（※GMP：Good Manufacturing Practice 製造管理および品質管理基準） 
（※GQP：Good Quality Practice 品質管理基準） 
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表 5 改正前と改正後の業態と製品流通 
製造業 → 製造販売業 → 販売業 → 医療機関への流通改正後





























 さらに、大阪本社を製造販売業とし 3 役を設置するとともに、高知工場を製造業とし
て業態を変更した。山本貴金属地金㈱の安全性取り組みの変遷まとめを図 17 に示した。
また、薬事法と研究開発、産学連携、共同研究との関係した製品・エビデンスの概略を
図 18 に示した。 
 















































図 18 製品・エビデンスの概略 
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図 19 国内の陶材焼付用貴金属合金のメーカーシェア【金額】 
（㈱アール アンド ディ（2009）『歯科機器･用品年鑑 2010 年版（20 版）』アール ア
ンド ディ, 201 ページ 48）） 
 
 陶材焼付用貴金属合金の 09 年度予測で国内市場規模（メーカー出荷）は 84.4 億円で
数量は 3,517 ㎏であった。その中でも山本貴金属地金㈱は、14 年間シェア第 1 位を続
けている。流通チャネルを開放型チャネルと選別型チャネル別に図 20 に示し、そして
その流通の特徴を表 6 に示した。 











図 20 流通チャネル 
（兼村栄哲, 林一雄, 小宮路雅博, 青木均, 鈴木孝 (2001)『現代流通論』八千代出版, 
184 ページ 49）より改編） 
 





























































図 21 プッシュ戦略とプル戦略 
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した業界のマーケットを分析する（現在時点）。企業のマーケティング戦略から流通チ
ャネルをみずから決定づけるにあたり、当該企業の業界全体の特性および情勢を見極め

























図 22 国内の歯科機器・用品の流通とマーケットサイズ 
（㈱アール アンド ディ (2009) 『歯科機器･用品年鑑 2010 年版 (20 版) 』アール ア
ンド ディ, 17 ページ 53）） 
 
 厚生労働省の薬事工業生産動態統計等によると、2008 年度の歯科機器・用品メーカ
ー・輸入商社出荷額は 2,780 億円となる。この 2,780 億円を販売ルート別にみると、一
次卸店向けが 1,170 億円と最も多く 42.1％を占める。次に二次卸販売は、1,120 億円で
40.3％となる。その他輸出が 240 億円で 8.6％、ユーザーへの直販が 250 億円で 9.0％
となっている。メーカーの出荷は、歯科業界のルールを守りながらも多チャンネルを保
持している。一次卸店の販売額は 1,349 億円と推定される。そこから二次卸店向けが
1,220 億円（90.4%）になり、ユーザー（病院・大学・技工所）直が 105 億円（7.8％）、
































われた。その流通チャネル戦略の概略を図 23 に示した。 















































































































図 25 技術サポートの流れ 



















































図 27 人工歯 
 

















 流通戦略以外にも、もう 1 つの戦略的製品開発が行われた。それは、あえて技術サポ
ートが必要な製品開発（暗黙知情報が付随した高付加価値化による競争優位性構築）に
あった。その流れを図 28 に示した。 
製品開発において、 
 ① 製品設計の情報収集･マーケティング分析 
 ② 研究開発 
 ③ 製造技術 































図 28 コピー製品から高付加価値化製品への展開 
 






















金は十分な強度を兼ね備えなければならない。現行の JIS T 6118（歯科メタルセラミ


























































（a）ディギャシング処理  （b）陶材焼付け処理 
図 29 合金と陶材の焼付け機構 
（坂井原巌, 山田文一郎, 伊藤充雄ほか(監)（2010）「陶材との焼付け、レジンとの接着」











ケルビン温度（K） ＝ セルシウス温度（℃） ＋ 273.15 
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熱膨張率（%） ＝               ×  100 
 
                                    
 
 
 たとえば、室温 25℃の試料 10.00 mm の合金が、500℃に達した試料の長さが 10.02 
mm になっていたとすると、 
 













たとえば、室温 25℃で 10 mm の合金を考える。500℃で 10.02 mm に膨張していた
とする。熱膨張係数は、上記の式から 0.02 mm/(10 × 475)より 4.21 × 10-6 K-1となる。
温度が 1℃上昇するごとに、平均して 0.00000421 mm ずつ膨張したことを意味する。
25～500℃までの合計伸びは、0.00000421 mm × （500 － 25） ＝ 0.02 mm となる。
熱膨張係数の単位（K-1）がカタログなどに記載されていない場合もあるが、“1℃温度
が上昇するごとに 10 mm のものが何 mm 伸びるのか？”と書けば理解しやすいことに
なる。25℃から 500℃までに 10.00 mm から 10.02 mm に膨張した場合の熱膨張率は
0.2%、熱膨張係数は 4.21× 10-6 K-1である。熱膨張率を 25℃から 500℃までの温度差で
除すと熱膨張係数は 4.21 × 10-6 K-1となる。 
 








   L1 (T2－T1) 
L1: 温度 T1における試料の長さ（mm） 










T2 － T1: 温度範囲（℃またはＫ） 
L1 : 温度 T1における試料の長さ（mm） 
L2 : 温度 T2における試料の長さ（mm） 








（0～100℃）を図 30 に示した 58)。これらの純金属の中で、熱膨張係数の高い金属（20 
× 10-6 K-1以上）は、スズ、インジウム、亜鉛で、一方低い金属（11 × 10-6 K-1以下）は、
イリジウム、白金、ルテニウム、パラジウムである。各純金属の融点と熱膨張係数との





属合金は、市販陶材の熱膨張係数を考慮して 13.1～15.0 × 10-6 K-1 (50～500℃) の範囲
に調整されている 60)。 
 
図 30 各純金属の熱膨張係数 
（安楽照男, 伊藤充雄ほか(監)（2010）「熱膨張」『歯科用貴金属合金の科学』学建書院，
84 ページ 60）より改編） 
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図 31 各純金属の融点と熱膨張係数との関係 
（安楽照男, 伊藤充雄ほか(監)（2010）「熱膨張」『歯科用貴金属合金の科学』学建書院, 
















 合金と陶材の組み合わせでは、① 両者の熱膨張が一致している、② 合金の熱膨張が














図 32 合金と陶材の熱膨張曲線の例 
（安楽照男, 伊藤充雄ほか(監)（2010）「熱膨張」『歯科用貴金属合金の科学』学建書院, 




図 33 合金と陶材の熱膨張係数の違いにより異なるクラック発生の模式図 
（安楽照男, 伊藤充雄ほか(監)（2010）「熱膨張」『歯科用貴金属合金の科学』学建書院, 
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(a)      (b) 
図 34 合金の熱膨張係数が陶材より高い場合（a）低い場合（b）の焼付けた例 
（安楽照男, 伊藤充雄ほか(監)（2010）「熱膨張」『歯科用貴金属合金の科学』学建書院, 


















イフサイクル」は、第二創業 S 曲線の急伸期から営業・製品拡大期の成長 S 曲線が急
傾配に転じたことに大きく関与している。 



































































第2段階（2年） 第3段階（1年） 第4段階（3年） 第5段階（3年） 第6段階（5年）











ェーズ 8：新生創設期（2005 年～）」で述べた「4) 改正薬事法に対応した山本貴金属
地金㈱の取り組み」では、高知大学医学部に設置した生体科学安全研究室での研究成果























の中でも Ti4+ は 20 ppm でマウス線維芽細胞のコロニー形成率が 0％となり毒性を示
すと報告されている 62)。しかし、3 か月の浸漬試験を行ったところ、チタン溶出量は最
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図 37 チタン合金との組み合わせによるチタン溶出量 63） 
（M. Yamazoe (2010)“Study of corrosion of combinations of titanium/Ti-6Al-4V 
implants and dental alloys,”Dent. Mater. J., Vol. 29, pp. 542-553.より改編） 
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図 40 山本貴金属地金㈱のイノベーションの方向性の事例 
（ドメイン・イノベーション） 
















図 41 ドメイン・コンセンサス（斜線部分） 











































図 42 S 字型普及曲線と革新性に基づいた採用者カテゴリー 
（ミツエーリンクス『マーケティングコンセプトイノベーター理論 (1) 』79）より改編） 
 



































金属学 無機化学 有機化学  
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て、より複雑な多階層化になる。この成長期の組織課題の仮説を図 45 に示した。 
 


















図 45 急成長企業の組織課題の仮説 
 



















































 山本貴金属地金㈱のあるべき姿の概要を図 47 に示した。ヒアリングを行った社員の






















図 47 山本貴金属地金㈱のあるべき姿 
 
山本貴金属地金㈱のあるべき姿と現状のギャップを埋める施策を表 7 にまとめた。 
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第 8 章 持続企業経営モデル 
8-1 事例研究からみえてくる持続企業経営モデルの要因 
 図 48 からわかるように、山本貴金属地金㈱は、第一創業期から第二創業期へそして
第三創業期にいたるまでに転換期を 2 回経験している。第一創業期は 1957 年～1974




















第一創業期 1957～1974年 第三創業期 2005年～
























図 48 山本貴金属地金㈱の創業から第三創業期のライフサイクル 
 
 ここでは、第一創業期から第二創業期への技術の不連続期を事業転換期とした。
Foster（1987）は技術の不連続期を 2 本の S 曲線で示し、その狭間の部分が技術の不
連続点となり、一つの技術が他の技術に取って代わると述べている。そして S 曲線の上
端に限界があり、この限界に支配され、これを突き破れないために限界に近づいたら転















































































































図 50 イノベーションの方向 





























































図 51 中小製造業の持続企業の仮説的経営モデル 
 



















1) フェーズ 1：再生 
















































ドメイン展開の戦略的意思決定は、図 51 に示すように、「物理的ドメイン X」から「機















基礎研究から研究開発の流れを図 52 に示した。 
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ョンが必要である。これらの S 曲線の上端には限界があり、この限界は成熟状態であり、
新たなイノベーションが必要とされることを示している。 
山本貴金属地金㈱の売上、利益、社員数推移から S 曲線を想定し、Foster (1987) の



























この流れは、2 サイクル（第 N+1 創業）へのフェーズⅠ（再生）のはじまりでもある。 
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